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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

64.8%

0

358 332

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

18

8年度

215

5年度 6年度

千円 587

205

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 3

長寿・敬老支援

老人福祉総務費

事業名

長寿支援担当

81

枝番号

事業の対象 新百歳・市内男女最高齢者

事業の目的

活動概要

長寿と健康を祝い、長年の社会貢献について敬意を表し、市民へ敬老思想を普及する。

１００歳長寿慶祝・市内男女最高齢者慶祝する。

和光市長寿慶祝事業実施要綱

委託先

予算事業コード 1088001

7 15 17

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

1高齢者の生きがいと社会参加への支援

人 12

社会福祉費

100歳長寿者、市内男女最高齢者

目標像

1

0

215

393

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

117

一般財源

100歳長寿者、市内男女最高齢者に対して、市長に代わり職員による慶祝訪問を1５名行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

426 205

0 0人

0

0

0

-

430

千円 426

執行率

37
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

C

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

慶祝事業については令和７年地方分権改革に関する提案において市町村が国の事務に協力することが明確化されたため

引き続き事業を行う。

B

国、県、市が協力して行う事業である

理由 老人福祉法にて地方公共団体が事業を実施するよう定められている。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業の主旨は対象者を訪問し慶祝するため

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市が担う事務として位置づけられている

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

対象となる高齢者が増加しており、訪問先の確認等調査する時間が必要

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

6,267 6,249

0 0人

249

0

245

-

6,334

千円 6,018

執行率

268

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

6,260

6,066

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

20

一般財源

（計画内容と成果）

高齢者が地域社会との関わりを通じて、仲間づくりや健康づくり、社会奉仕等の多様なニーズを満たせるよう、高齢者のクラブ

活動の支援、育成を図る。また、シルバー人材センターを通じた就労支援を援助する。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1091001

372 378 603

数 12 11

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

2高齢者の生きがいと社会参加への支援

人

11

355

社会福祉費

シルバー人材センター会員数

生きいきクラブ及び生きいきクラブ連合会補助金交

付団体

目標像

1 枝番号

事業の対象 生きいきクラブ及び会員、シルバー人材センター

事業の目的

活動概要

高齢者の生きがい及び地域の活性化のため。

生きいきクラブ等への補助金、実施事業への支援と朝霞地区シルバー人材センターへの支援を行う。

老人福祉法、高齢者等の雇用の安定等に関する法律、和光市生きいきクラブ及び生きいきクラブ連合会補助金交付要綱

在宅福祉事業費補助金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 3

生きがい活動

老人福祉総務費

事業名

700

長寿支援担当

603

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 226

12 12

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

608

8年度

6,015

シルバー人材センター 延べ就業者数

生きいきクラブ会員数

5年度 6年度

1,000

12

千円 6,517

6,054

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

226 224 1,000

700人 703

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.7%

645 615

1,000 1,000

195

6,509 6,280

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

高齢者のクラブ活動については、高齢化に伴う会員の減少等が課題であるために既存クラブの会員増強運動などに協力を

行っている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

高齢者の生きがいや地域の活性化のため引き続き、生きいきクラブ及び朝霞地区シルバー人材センターへの支援を行う。

A

シルバー人材センターは近隣３市で分担金を支出している。生きいきクラブ等への補助金は国庫補助、県補助

金、市補助金により賄っている。

理由 各団体への補助金交付等の事業であるため民間では提供されないサービスである。

公共性

理由
シルバー人材センターの分担金は住民数で按分される。生きいきクラブ等への補助金は物価高騰の昨今のなか

減額の余地はない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 十分に簡略化されている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

３市による分担金及び補助事業でため連携・結合に適さない。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



・生きいきクラブ及び連合会の数　　　　　令和8.3.31現在

クラブ数 連合会数 会員数

11 1 615

補
助
資
料

・(社)朝霞地区シルバー人材センターの状況

　　　　運営費負担の状況　5,190千円

　　　　令和７年度和光市分事業実績　　　　　　　令和8.3.31現在

男 女 計

会　員　数 264 114 378

就　業　人　員 166 58 224

就　業　率 62.88% 50.88% 59.26%

事業別 受託件数 契約金額

公　共 604 配分金 135,391,107

合　計 1,852 合　計 149,190,730

民　間 771 事務費 10,859,191

個　人 477 その他 2,940,432
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

49,977 51,160

0 0人

0

0

0

-

51,168

千円 49,977

執行率

778

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

48,988

50,390

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

936

一般財源

第９期和光市長寿あんしんプランにおける高齢者の活動の拠点として、ニーズに応じた各種講座やサークル活動を実施し、閉じ

こもり予防等による地域活動者の拡充、小規模多機能型居宅介護、介護予防に日常生活支援総合事業の運営により、地域高齢者

の身体機能・生活機能の維持改善等の介護予防推進を図っている。令和4年度以降は新型コロナウイルスの影響が薄まり、徐々に

利用者が回復傾向にある。

・利用者数　別紙補助資料参照

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1100001

292 292 292

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

3高齢者の生きがいと社会参加への支援

日 292

社会福祉費

センター開館日数

目標像

1 枝番号

事業の対象 市内に住所を有する60歳以上の人

事業の目的

活動概要

高齢者の健康増進及び社会参加の促進。

高齢者福祉事業、介護予防小規模多機能型居宅介護事業を実施する。施設の運営は指定管理者制度により、民間事業者が行

う。

介護保険法、和光市新倉高齢者福祉センター設置及び管理条例等

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 5

新倉高齢者福祉センター管理運営

新倉高齢者福祉センター費

事業名

長寿支援担当

293

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 11,936

民間事業者等が持つ専門的なノウハウや運営技術を活かし、サービス向上を図る

単位

自家用電気工作物保安管理業務、新倉高齢者福祉センター指定管理

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

292

8年度

48,988

センター利用者数

5年度 6年度

千円 50,131

51,160

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

13,124 12,852 17,500

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.1%

17,500 28,000

0

51,161 49,924

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施設の老朽化が著しく修繕を施す機会が年々増えているため維持管理の費用増加が見込まれる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

第９期和光市長寿あんしんプランにおける高齢者の活動拠点としての機能を有するとともに、介護サービス、介護予防

サービス及び総合事業サービスを提供しており、増加が見込まれる高齢者への対策として今後も適切な維持管理を実施す

る。

A

市が管理、運営を行う施設である

理由
当該施設で運営している介護保険サービス・総合事業サービスは民間でも提供可能だが、その他の

老人福祉センター的機能は採算性のない地域サービスであるため。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 民間の経営感覚や効率化手法を取り入れ、運営コストを抑制している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

指定管理制度に基づく事業であるため

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



（開館日数　292日　）

・センター登録者数（令和８年３月末）

合計

12,852

44人

・サークル活動登録団体　32団体　　会員数　232　名

1日平均

利用者数
男

5,165

18人

女

男 女 合計

687 1,111 1,798

7,687

26人

補
助
資
料

・センター利用者数（令和８年３月末）

講座等

介護予防講座 教養部門講座 認知症予防講座 センター祭り その他 合計

開催回数 15回 15回 6回 1回 30回 67回

参加者数 116名 103名 35名 359名 553名 1166名

・介護予防小規模多機能型居宅介護事業

定　員 年間訪問回数

20名 411回

・介護予防・日常生活支援総合事業(通所型サービスC)

定　員 平均登録者

8名 7.4名



（開館日数　291日　）

・センター登録者数（令和８年３月末）

・サークル活動登録団体　16団体　　会員数　218名

補
助
資
料

・センター利用者数（令和８年３月末）

講座等

教養の向上とレクレーション 健康増進及び自立促進

参加者数 2,871名 6,444名

定　員 年間実施回数 年間利用延人数

20名 175回 293名

・介護予防・日常生活支援総合事業(通所介護サービスA)

323名 524名 10,162名

・通所介護事業

地域活動支援 その他、納涼祭など 合　　計

開催回数 297回 712回 25回 10回 1,044回

定　員 年間実施回数 年間利用延人数

20名 377回 1,064名

利用者数
男 女 合計

9,306人 11,812人 21,118人

1,789人 2,563人 4,352人

１日平均 32人 41人 73人

男 女 合計



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

97.2%

22,000 37,000

0

57,626 59,350

0

予算額

20,419 21,118 26,000

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

291

8年度

57,683

センター利用者数

5年度 6年度

千円 57,073

57,045

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 20,616

民間事業者等が持つ専門的なノウハウや運営技術を活かし、サービス向上を図る

単位

高齢者福祉センター指定管理

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 6

高齢者福祉センター管理運営

総合福祉会館費

事業名

長寿支援担当

293

枝番号

事業の対象 市内に住所を有する60歳以上の人

事業の目的

活動概要

高齢者の健康増進及び社会参加の促進。

介護予防を基本とした各種講座（教養専門講座、パソコン講座、介護予防運動、レクリエーション等）の開催、サークル活

動の場の提供とコーディネートを実施する。また、介護保険法に基づく通所介護事業及び介護予防・日常生活支援総合事業

の運営により、地域高齢者の介護予防の促進、自立支援を図る。

和光市総合福祉会館設置及び管理条例

委託先

予算事業コード 1101007

293 291 293

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

5高齢者の生きがいと社会参加への支援

日 291

社会福祉費

センター開館日数

目標像

1

0

57,683

60,887

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,667

一般財源

第９期和光市長寿あんしんプランにおける高齢者の活動の拠点として、ニーズに応じた各種講座やサークル活動を実施し、閉じ

こもり予防等による地域活動者の拡充、介護保険法に基づく介護予防通所介護施設の運営により、地域高齢者の身体機能・生活

機能の維持改善等の介護予防推進を図っている。令和4年度以降は新型コロナウイルスの影響が薄まり、徐々に利用者が回復傾向

にある。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

56,489 57,045

0 0人

0

0

0

-

61,035

千円 56,489

執行率

148



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

第９期和光市長寿あんしんプランにおける高齢者の活動拠点としての機能を有するとともに、介護サービス及び総合事業

サービスを提供しており、増加が見込まれる高齢者への対策として今後も適切な維持管理を実施する。

A

管理、運営については市町村が行う旨定められている。

理由
当該施設で運営している介護保険サービス・総合事業サービスは民間でも提供可能だが、その他の

老人福祉センター的機能は採算性のない地域サービスであるため。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 民間の経営感覚や効率化手法を取り入れ、運営コストを抑制している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

指定管理制度に基づく事業であるため

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施設や備品等の老朽化が著しく修繕を施す機会が年々増えているため維持管理する費用が増えている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

1,301 545

0 0人

1,301

0

284

-

627

千円 0

執行率

627

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

284

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2

一般財源

以下のパンフレット等を作成・配布し、制度周知を行った。

●介護保険パンフレットA4版「みんなのあんしん介護保険」

　用途：主に市役所及び地域包括支援センター来庁者や関係機関等へ配布。

　　　　　毎年制度改正によりパンフレット内容が変更になっているため、毎年入替を行っている。

　　　　　毎年年度末に2,000部程度を購入、翌年度に2,000部程度配布予定。

　R7年度配布部数：約2,450部

　R7年度作成部数（R8年度配布用）：800部　162,800円

●介護保険ハンドブックB7版「みんなのあんしん介護保険」

　用途：新規資格取得者（65歳到達、転入）へ配布。

　R7年度配布部数：約950部

　R7年度作成部数：1,000部　121,000円

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8003501

4,000 1,800 2,000

部 2,800 －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

6高齢者の生きがいと社会参加への支援

部

－

4,500

趣旨普及費

制度周知用パンフレット・ハンドブック作成部数

和光市長寿あんしんプラン作成部数

(ダイジェスト版含む)

目標像

1 枝番号

事業の対象 市民及び介護保険被保険者

事業の目的

活動概要

介護保険制度の周知

制度説明用パンフレット及び計画（長寿あんしんプラン）の作成及び配布を行う。

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

介護保険趣旨普及業務

趣旨普及費

事業名

80

介護保険担当

3,000

委託業務名

0

款 1 総務費 項 6

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

部 1,900

－ －

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

4,000

8年度

0

制度周知用パンフレット・ハンドブック配布冊数

和光市長寿あんしんプラン配布部数

(ダイジェスト版含む)

5年度 6年度

930

－

千円 1,881

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

3,300 2,450 4,000

－部 －

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.3%

470 80

2,800 3,000

545

627 286

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

制度周知用パンフレット・ハンドブックについては、国の制度に基づいたパンフレットとなっており、和光市独自の制度

が載っていないことが課題となっているが、見直しの頻度が高く、随時反映させるのが困難。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

介護保険制度の理解を深めるとともに、和光市介護保険事業について、常に被保険者にその趣旨を普及させることが保険

者として重要な取り組みであり、今後も継続して普及業務を行っていく。

また、和光市長寿あんしんプランの作成業務については、今後介護保険趣旨普及業務から一般管理業務の「第10期和光市

長寿あんしんプラン策定支援業務委託料」に含め、またホームページ上で公開することなどにより、費用の削減を図る。

A

趣旨普及にあたっては、介護保険制度の運営主体である市が行う必要がある。

理由 制度の趣旨を正確に伝えるために、市が行う必要がある。

公共性

理由 紙媒体ではなくHP等の電子媒体を活用することでコスト削減の余地がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 より分かりやすい内容にするため、随時内容の見直しを行っていく。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

介護保険制度は自治体ごとに運営内容が異なるため、連携が難しい。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

97.2%

2,000 2,000

1,984

19,392 25,075

0

予算額

2,139 2,770 2,000

3,404千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

21,314

延べ相談件数

5年度 6年度

千円 19,293

17,169

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

1

款 3 民生費 項 1

部局名 福祉部 課室名 地域共生推進課

件 1,992

様々な課題を抱えるケースの相談に応じ、必要な支援・サービスが提供できるよう他機関等との連携調整や継続的な相談支

援を行うため

単位

権利擁護センター業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

総合相談支援業務

社会福祉総務費

事業名

包括支援担当

1

枝番号

事業の対象 市民等

事業の目的

活動概要

権利擁護事業の円滑な運用を図る。また、総合相談支援体制を構築することで、様々な課題を有する世帯の課題解決を図

る。

成年後見支援会議の運営及び市民後見人の養成を行う。また、様々な課題を抱えるケースの相談に応じ、必要な支援・サー

ビスが提供できるよう他機関等との連携調整や継続的な相談支援を行う。

成年後見制度の利用の促進に関する法律

権利擁護人材育成事業補助金、困難な問題を抱える女性支援推進等事業費国庫補助金

委託先

予算事業コード 1082027

1 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

1きめ細かな介護予防の推進

人 1

社会福祉費

総合相談支援員の配置

目標像

2

1

24,368

22,105

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

707

一般財源

成年後見支援会議を９回実施し、認知症や障害により成年後見人が必要な方の支援方針について協議した。

令和７年度に市民後見人養成講座を開催し１１名が修了した。

総合相談支援員を配置することで、ひきこもりを抱える世帯などに対して、分野にとらわれない相談支援を実施した。

会計年度職員

業務内容

権利擁護事業の円滑な運用を図る。また、総合相談支援体制を構築することで、様々な課題を有する世帯の課題解決

を図る。

会計年度職員数（パートタイム） 人

4,764

1 1

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

4,417

18,946 19,153

0 0人

2,850

2,743

3,054

-

26,571

千円 16,096

執行率

4,466



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

生活困窮者自立支援事業にも関係するが、断らない支援体制の整備を国は求めている。

複合的な問題を抱える相談も多いことから、専門的な知識を持った職員配置も必要となる。

B

権利擁護センター事業を委託できているため

理由 権利擁護センター事業を請け負っている法人があるため

公共性

理由 相談件数が増加傾向にあるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 成年後見支援会議など一部事務を委託事業者へ引き継いだ

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

中核機関としての連携強化など

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

困難な問題を抱える女性支援など複合的な問題を抱える相談が増加し、相談等支援体制に課題がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

3,410 649

0 0人

1,705

0

2,728

-

0

千円 1,705

執行率

0

0 -

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

2,728

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

0

一般財源

　令和7年度の法改正に対応したシステム改修を行い、改正後の介護保険制度に対応した介護保険料の賦課徴収業務や給付業務を

実施できるシステム改修を行った。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8001002

1 1 －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

2きめ細かな介護予防の推進

回 1

総務管理費

システム改修

目標像

2 枝番号

事業の対象 介護保険第１号被保険者並びに要介護認定を受けている者のうち介護サ－ビスを受けている者及び当該者の家族

事業の目的

活動概要

令和7年度の介護保険制度改正に対応したシステム改修を行い、改正後の介護保険制度に対応した事務の実施を行えるように

する。

令和7年度の法改正に対応し、介護保険第１号被保険者の給与所得控除の最低保障額の引き上げに伴い、介護保険料算定に係

るシステムを変更する。

介護保険法

介護保険事業費補助金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

介護保険システム改修事業

一般管理費

事業名

介護保険担当

－

委託業務名

0

款 1 総務費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

当該システムは、ＡＧＳ株式会社が委託販売及び保守運用支援をしており、システム内容を熟知していることから、安定的

な運用を行うことができるため委託した。

単位

介護保険システム令和７年度制度改正対応介護報酬改定等に伴うシステム改修

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

0

-

5年度 6年度

千円 3,410

325

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

324

8,140 2,728

-

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

介護保険システムについては、国にて標準化対応を行っているため、制度改正に必要な費用等が低減できないかなど、適

宜見直し等を行って行く必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

介護保険制度は、介護保険法に基づく制度であるため、今後も同法に基づき事業を継続していく必要性はあるものの、同

法を実施するためのシステムについては、国にて標準化対応を行っているため、当該標準化の流れを注視し、適宜必要な

取組を行って行く必要がある。

A

介護保険に関する業務は市が行っているため。

理由 介護保険に関する業務は市が行っているため。

公共性

理由 標準化システム導入により、委託会社と協議を行い検討する。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 委託会社と協議を行い検討する。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

近隣市と情報共有を行い、効率化を図る。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

C

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

5,941 5,989

0 0人

5,941

1,538

3,762

-

5,801

千円 0

執行率

5,801

1 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

3,762

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

795

一般財源

【R8.3末時点】

　〇１号被保険者の状況

　　被保険者数：15,561

　　前期高齢者数：6,549

　　後期高齢者数：9,012

　　総人口：85,450

　　高齢化率：18.21％

【R8年度実施要介護認定審査会】

　○要介護認定者 延べ人数（１号被保険者）　合計　2,008人

　　要支援１：129　要支援2：135　要介護1：496　要介護2：446　要介護3：318　要介護4：267　要介護5：217

  〇要介護認定者 延べ人数（２号被保険者）　合計　51人

　　要支援１：3　要支援2：3　要介護1：8　要介護2：16　要介護3：8　要介護4：5　要介護5：8

　〇要介護認定申請者数（2号被保険者含む延べ人数）

　　総数：2,680　新規：702　更新：1,678　区分変更：300

会計年度職員

業務内容
介護給付適正化専門員

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8002501

50 51 63

件 2,387 2,155

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

3きめ細かな介護予防の推進

室

2,406

50

介護認定審査会費

要介護認定審査会実施回数

要介護認定審査会実施件数

目標像

2 枝番号

事業の対象 要介護（支援）状態の高齢者

事業の目的

活動概要

介護保険法に基づき、要支援・要介護認定及び審査を行う。

市町村は被保険者から要支援・要介護認定の申請があった場合、認定調査を実施する。また主治医の意見書を求め、認定調

査の結果及び、主治医意見書の記載から、介護認定審査会にて、要介護状態か否かまた介護状態であればどの程度かの審査

判定を実施する。（審査委員は５人で構成される。）

介護保険法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

介護認定審査業務

介護認定審査会費

事業名

介護保険担当

72

委託業務名

1

款 1 総務費 項 3

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 2,085

2,478 2,940

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

72

8年度

0

要介護認定者数

5年度 6年度

2,557

千円 8,093

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

2,099 2,059 2,226

1,940千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

82.6%

2,298 2,556

5,989

7,408 4,557

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

申請件数の増加に対して、審査会の開催回数および１回当たりの審査件数が従来水準に留まっているため、認定までの期

間が長期化している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

申請件数のさらなる増加が見込まれる中で、円滑な認定審査業務を継続して行う必要がある。認定審査会の実施方法や実

施回数、二次判定の簡素化の実施等について検討する。

A

要介護認定は制度運営の根幹であり、公正かつ適切な判断を行うため市が実施している。

理由 公正性・中立性が求められる制度の基幹業務であり、民間では担えない。

公共性

理由 今年度より、審査会の実施回数を増やしている。事業運営のための必要経費であり、削減は困難。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 審査会事務における、資料の授受や意見の集約等の一部事務をオンライン化。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

すでに実施しているため

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

認定調査実施件数

19,806 17,979

0 0人

19,806

0

20,762

-

21,963

千円 0

執行率

21,963

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

20,762

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

2,633

一般財源

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

委託業務名

予算事業コード 8003001

2,181 2,595 3,113

件 2,431 2,181

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

4きめ細かな介護予防の推進

件

2,770

2,431

介護認定審査会費

認定調査実施件数（市職員・委託　合計）

主治医意見書依頼件数

目標像

2 枝番号

事業の対象 要介護（支援）状態の高齢者

事業の目的

活動概要

介護保険法に基づき適正に要介護認定を行う。

要支援・要介護認定の新規・区分変更・更新について申請があった場合に、市町村の認定調査員等が被保険者宅等を訪問

し、認定に必要な本人の心身の状況を調査する。

介護保険法

委託先

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 2

認定調査業務

認定調査費

事業名

介護保険担当

2,704

款 1 総務費 項 3

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

迅速な認定調査を実施するため。

3,206 2,704

単位

訪問調査業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

7年度 7年度

委託理由

3,206

8年度5年度 6年度

3,113

千円 25,835

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

R5 R6 R7

市職員 621

人 2,107要介護認定者数

2,181 2,595

0

2,099 2,059 2,226

0千円

0

541 838

委託 1,810 1,640 1,757

合計 2,431

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

88.7%

2,298 2,556

17,979

21,063 23,395

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

委託可能な居宅介護支援事業所や１事業所あたりの調査件数の減少により、市調査員への負担が増大しているため、結果

として申請から調査までも時間を要している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

申請から調査までの期間短縮や市調査員の負担軽減のため、調査可能な居宅介護支援事業所との新規契約締結。そのほ

か、介護保険法に則って、スムーズな認定業務を継続して行う。

A

要介護認定結果は介護保険給付に直結するため、利益相反のない行政が実施する。

理由 公正・中立な要介護認定を行うため、民間では代替できない。

公共性

理由 申請件数の増加が見込まれ、余地はない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 認定調査については業務委託が可能であり、費用対効果を踏まえ検討の余地はある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

すでに実施しているため。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

143,960 146,550

0 0人

98,306

0

96,398

-

157,535

千円 45,654

執行率

92,016

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

163,704

65,519

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

155

一般財源

・地域包括支援センターは、高齢者が地域で自立した生活が営めるよう、「介護予防ケアマネジメント業務」、「総合相談支援

業務」、「権利擁護業務」、「包括的・継続的ケアマネジメント業務」を実施している。高齢者人口の増加に伴い、地域包括支

援センターに寄せられる相談件数は年々増加し、同時に複雑で複合的な課題を含む相談も増加しているため、鍛錬された職員が

対応を継続している。非常に限られた人員の中であるものの、職員は市民へ親身に対応しており、地域での自立した生活が営め

るよう支援している。その結果として、高齢化率が上昇する中においても、高齢者への介護予防・自立支援が徹底され、全国の

中でも低い介護認定率を保つことができている。

・令和6年度からはICTツールであるMCSを事業所との連携業務に活用するなど、業務効率化にも着手することができている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8004302

15,264 18,644 16,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

5きめ細かな介護予防の推進

件 11,485

包括的支援事業・任意事業費

総合相談件数

目標像

2 枝番号

事業の対象 被保険者及び家族・親族等

事業の目的

活動概要

高齢者を含む地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援し、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で自立して

生活できるよう体制を整える。

高齢者やその家族等の相談を総合的に受付け、訪問等により実態を把握し、必要なサービスに繋げる。また、様々な権利擁

護に必要な援助を行う。地域でのケアを充実させ、医療と介護の連携、在宅と施設の連携、支援困難事例への対処等、包括

的・継続的なケアマネジメントを実施する。

介護保険法

地域支援事業交付金（包括的事業・任意事業）、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

委託センター運営

委託センター事業費

事業名

68

長寿支援担当、地域支援事業担当

21,000

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 66

地域包括支援センターの委託事業者は介護保険運営協議会にて承認を得て、また、介護予防支援事業所としての指定を受け

ているため指定期間中は同一事業者に委託する必要があるため。

単位

地域包括支援センター運営委託料、介護予防プログラム作成業務委託料、統合型地域包括支援センター運営委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

19,000

8年度

67,306

総合事業対象者の維持・改善率

介護予防給付対象者の維持・改善率

5年度 6年度

68

千円 144,820

61,550

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

55 71 70

68％ 67

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.9%

65 63

70 70

85,000

148,797 163,859

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

高齢者世帯に同居する家族の相談等、複合的なケースへの対応、高齢化に伴う相談件数、介護予防ケアマネジメントの件

数の増加により、センター運営にかかわるスタッフの負担が年々増えている。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

地域包括ケアの実現に向けた施策が求められるため、今後も継続して包括的なケアマネジメントの徹底を図る。

複合的なケースへのかかわり、課題解決のために様々な関係機関との連携を図ることへ努める。

A

県補助金により市が管理、運営を行う施設である

理由 補助金事業のため民間提供は困難

公共性

理由 県補助金で運営するため、ほとんどなし

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 会議等をオンラインで実施する等、業務の効率化や改善を図る

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

高齢部門だけではなく、障害部門、地域共生部門、他市、他機関の連携を図ることで、業務効率化が図れる点

はあると思われる。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

118,496 81,777

0 0人

103,748

0

64,221

-

105,896

千円 14,748

執行率

87,137

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

87,163

18,759

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

8,043

一般財源

※サービスC：要支援もしくは要支援になるリスクのある方を対象とし、機能向上を目的とした短期集中型のサービス

要支援状態からの改善及び要支援・要介護状態になることを未然に防ぐための事業である。毎年実施している日常生活圏域ニー

ズ調査から対象者の抽出を行い、多くのフレイル高齢者を事業につなげ、機能の維持・改善を図ることができた。高齢者人口の

増大に伴い要介護認定者数が増加することが予測されるが、本事業の充実により重症化予防ができ、介護給付費の増大にも資す

ることができる。「総合事業ガイド」を作成し配布したことで市民・関係者への普及啓発を実施することができた。令和７年度

以降、より便利に（要介護認定がなくても利用できる）、安価に市民が本事業を利用できるよう、サービスの内容を改善し事業

の認知度を上げる工夫が必要である。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011401

3,765 4,082 3,950

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

6きめ細かな介護予防の推進

人 3,477

介護予防・日常生活支援総合事業費

通所型サービスC参加延べ人数

目標像

2 枝番号

事業の対象 要介護状態等となる恐れの高い虚弱な状態にあると認められる６５歳以上の者

事業の目的

活動概要

要支援状態からの改善及び要支援・要介護状態になることを未然に防ぎ、地域における自立した生活の継続を支援する。

①日常生活圏域ニーズ調査等実施により対象者把握を行う。②地域包括支援センター職員等による対象者のアセスメントを

行い、生活機能の維持向上を図る。③通所型介護予防事業・訪問型介護予防事業を実施する。④予防事業評価事業を実施す

る。

介護保険法

総合事業調整交付金、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）、地域支援事業交付金（介

護予防・日常生活総合事業）、介護保険保険者努力支援交付金、地域支援事業支援交付金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

サービス・活動事業

介護予防・生活支援サービス事業費

事業名

2,298

地域支援事業担当

3,950

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 66

各法人等に蓄積されたノウハウを生かし複数事業者に委託することで、市民の介護予防の選択肢が増える。また、直接運営

するよりも業務負担が減る。

単位

介護予防・生活支援サービス事業委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

3,950

8年度

22,942

総合事業対象者の維持・改善率

要介護認定者数

5年度 6年度

2,226

千円 128,944

12,202

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

55 71 70

2,556人 2,107

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.6%

2,099 2,043

70 70

69,575

84,748 95,206

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

要支援認定者の受け皿が少ない。　短期集中予防サービスを繰り返し利用する高齢者がおり、事業の目的が果たされず、

また、新陳代謝が図られていない。　　費用対効果の検証が不十分である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

事業に係る費用が増大する中で、市民のニーズに対応するためには、民間サービス等の活用も必要である。

本事業を経て一般介護予防事業（自立高齢者向け事業）に移行することが理想であるが、移行できない原因として、送迎

問題（フレイル高齢者が徒歩で通える範囲に通いの場がなく、送迎付きの事業ばかりが求められること）がある。生活支

援コーディネーター等と協働し、身近な場所での地域資源の開発を行う予定である。

令和８年度は、介護保険計画の策定の過程で、現在実施する事業の費用対効果を検証する予定である。

A

地域支援事業実施要綱において市が実施主体となることが定められている事業であるため。

理由 民間のプログラムのほうが適切な高齢者もいる。送迎等の工夫次第で提供可能である。

公共性

理由 毎年見積については打ち合わせしているが、現在の事業規模では現状のコストが必要である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 適宜費用の削減は検討している。効果検証は令和８年に計画策定と並行し実施予定である。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

費用対効果の検証は必要であるが市町村単位での実施が求められている独自事業である。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

46,878 89,798

0 0人

36,877

0

71,019

-

80,762

千円 10,001

執行率

59,233

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

96,388

21,529

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

500

一般財源

各委託先でバラエティ豊かなプログラムを展開している。令和６年度より事業参加者の満足度調査を開始し、40点満点中38.09点

と令和7年度の37.14点と比較し満足度はさらに高くなり、自由記述からは事業の継続を希望する声が多く寄せられた。令和７年

度のアンケート結果を受け、委託事業者も改善に向けた取り組みを実施していた。「ちょい足し事業」や「介護予防活動支援事

業補助金」の実施により、介護予防の観点から市民主体の団体ともつながりが構築できている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011411

28,987 36,765 28,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

7きめ細かな介護予防の推進

人 27,181

介護予防・日常生活支援総合事業費

介護予防普及啓発事業延参加者数

目標像

2 枝番号

事業の対象 一般介護予防事業対象者（介護保険第１号被保険者）

事業の目的

活動概要

介護予防・日常生活支援事業サービス事業対象者が改善した場合の通いの場となるとともに、一般介護予防事業対象者が現

在の状態を維持し健康増進を図る。市民の介護予防及び心身機能の維持・改善を目的に行う。

①介護予防普及啓発事業を実施する。

②地域介護予防活動支援を実施する。

介護保険法

総合事業調整交付金、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）、地域支援事業支援交付

金、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活総合事業）

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 2

一般介護予防事業

一般介護予防事業費

事業名

38

地域支援事業担当

28,000

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 2,107

市民の介護予防及び心身機能の維持・改善のため、運動指導や栄養等の専門知識が必要なため。

単位

一般介護予防事業対象者施策事業委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

28,000

8年度

25,369

要介護認定者数

介護予防普及啓発事業参加者の事業満足度（40点

中）

5年度 6年度

37

千円 47,232

23,796

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

2,099 2,043 2,226

38点 －

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.5%

37 38

2,298 2,556

66,002

90,833 96,888

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

・事業所まで徒歩で通える高齢者は限られており、事業に参加している高齢者が固定化している

・実績の伸びない事業についての検討が必要

・民間サービス等との連携により、効率的で低コストな実施方法についても検討する必要がある

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・高齢者の身近な環境で介護予防事業を実施するためには、行政による委託業務だけでなく、民間サービスとの連携（補

助事業）によるサービス提供も検討する必要がある。

・参加者が固定化されており、新陳代謝がはかられておらず、この事業による影響範囲が拡張していない。新規獲得に向

けた積極的なアウトリーチが必要である。

・介護予防事業の乏しいエリアには、介護予防拠点の出張事業等により補う体制を作っていく。

A

地域支援事業実施要綱に定められた事業であり、実施主体は市となっているため。

理由 スポーツジム等でも一部介護予防として行えるサービスがあると考えるため。

公共性

理由 事業の目的によって事業の位置づけが変われば、本事業としてはコスト削減できるが全体は変わらない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 事業実施のより効率的な手法の検討をしている。 効果検証は令和８年に計画策定と並行し実施予定である。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市が主体となって内容を決め運営しなけらばならない事業であるため、他との連携・統合は想定していない

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある
B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

140 61

0 0人

95

0

725

-

28,167

千円 45

執行率

21,687

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

942

6,480

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

293

一般財源

・複数の専門職で構成する認知症初期集中支援チームが、認知症が疑われる人や認知症の人（以下訪問支援対象者）及びその家

族に訪問（アウトリーチ）しアセスメントを実施して、本人、家族に対しての支援を包括的、集中的に行うことで、訪問支援対

象者が認知症の専門医を受診し、適切な医療につながった。

・認知症初期集中支援チーム活動検討会も実施し、チーム活動の在り方についてのチーム員同士の意見交換も実施した。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011482

1 1 6

回 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

9きめ細かな介護予防の推進

件数

1

9

包括的支援事業・任意事業費

認知症初期集中支援チーム訪問委託件数

認知症初期集中支援チーム活動検討会

目標像

2 枝番号

事業の対象
４０歳以上の在宅生活者で、認知症が疑われるが認知症疾患の診断を受けていない人、又は認知症で医療サービス及び介護

サービスを受けていないもしくは中断している人。

事業の目的

活動概要

認知症高齢者がどのような状態になっても、本人の意思が尊重され、住み慣れた地域の中で暮らし続けることができるよう

なケア環境を構築するため、認知症初期集中支援チームを編成し、集中的なアドバイスやサービスの提供により、認知症の

悪化遅延とＱＯＬを維持することを目的とする。

認知症初期集中支援チームを編成し、複数の専門職が認知症の人（認知症が疑われる人）及びその家族を訪問してアセスメ

ントを行い、コミュニティケア会議を通じた医療・介護サービス等、認知症初期の支援を包括的・集中的に提供する。

介護保険法

地域支援事業交付金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 4

認知症総合支援支援事業

認知症初期集中支援事業費

事業名

地域支援事業担当

6

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ －

チーム員になるものは、認知症についての専門的な知識や相談技術が必要であるため

1 1

単位

認知症初期集中支援チーム員業務

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

217

訪問対象者の内、多制度へ繋げた割合

5年度 6年度

1

千円 186

13

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

100 － 80

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

76.3%

80 80

48

135 1,235

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

認知症初期の状態にあるケースが表出されず埋もれている可能性がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

年度によってチーム訪問述べ件数に変動があるが、概ね3～4回（チーム員約3名×1ヶ月）でのチーム員活動で対応を終結

しており、認知症に関する初期集中支援の実施は行えている。引き続き地域包括支援センター経由で、初期介入が必要な

対象者を確認し、事業を継続する必要がある。

また、介入しにくい認知症初期のケースへのアプロ―チについて検討していく。

A

地域支援事業実施要綱において市の役割として位置づけられているため。

理由 法に定める市の権限等を用いて実施することもあるため。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 チーム活動検討会で検討をしている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

効率化の検討をする

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

94.1%

65 63

70 70

575

779 707

0

予算額

55 71 70

68％ 67

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

51

8年度

121

総合事業対象者の維持・改善率

介護予防給付対象者の維持・改善率

5年度 6年度

68

12

千円 815

176

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 66

12 12

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 5

地域ケア会議事業

地域ケア会議事業費

事業名

68

地域支援事業担当

51

枝番号

事業の対象 高齢者全般

事業の目的

活動概要

ケアプランを検討することにより自立支援型ケアマネジメントの充実を図るとともに、地域課題の抽出を行い、地域ケア会

議を地域包括ケアの柱とする。

個別ケースを検討する「中央ケア会議」「包括ケア会議」「ミニ包括ケア会議」を通じてケアプランの質の向上及び地域課

題の発見を行い、「地域ケア推進会議」にて地域課題を整理、政策形成を実施する。

介護保険法

地域支援事業交付金

委託先

予算事業コード 8011483

51 49 51

回 12 12

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

10きめ細かな介護予防の推進

回

12

46

包括的支援事業・任意事業費

和光市コミュニティケア会議（包括ケア会議、中央

ケア会議、ミニ包括ケア会議の合計）

和光市コミュニティケア会議（地域ケア推進会議）

目標像

2

0

665

155

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

42

一般財源

・コミュニティケア会議（包括ケア会議、中央ケア会議、ミニ包括ケア会議）は自立支援に資するケース調整と、参加者に対す

るOJTを基本とした、市民のためのケアプラン応援の場である。高齢者人口の増加に伴い、ケア会議に上程するケアプラン数も増

加していることから、令和5年9月よりミニ包括ケア会議を開催し、基本的に安定・継続しているプランについてはミニ包括ケア

会議にて検討し、令和７年度は834件（R7は合計721件）のケース検討を実施している。その結果、要支援認定者についての介護

認定率の適正化を図り、重症化予防ができている。

・コミュニティケア会議（地域ケア推進会議）は、地域課題の抽出や政策形成の場として活用されており、令和７年度内におい

ては、会議において、介護予防事業の効率的な基盤整備やMCSの活用、市町村特別給付の対象者見直し等について検討がなされ、

市民のニーズに合った適切な事業の見直しの場となっている。

　令和７年度実績　　中央ケア会議（実施回数１・検討ケース数１）

　　　　　　　　　　包括ケア会議（実施回数36・検討ケース数519）

　　　　　　　　　　ミニ包括ケア会議（実施回数12・検討ケース数314）

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

737 751

0 0人

503

0

544

-

671

千円 234

執行率

516



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

ICTツールであるMCSを使用し、質を担保しつつ、ケアプラン点検、課題抽出など業務効率を図る。

A

保険者として地域の課題を把握し、持続可能な介護保険運営を管理するため

理由 保険者として管理が必要なため。

公共性

理由 必要な関係機関に助言をいただいている

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 ICTツールを活用し、改善を図っている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

今後、検討を図る

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

コミュニティケア会議には個別ケースの支援者が参集しプランの精査を行うが、件数の増加により包括職員等の負担もあ

り、見直しの検討も必要

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

19,303 25,078

0 0人

13,181

0

20,932

-

27,360

千円 6,122

執行率

21,068

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

27,184

6,292

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

126

一般財源

●生活支援コーディネーター業務

生活支援コーディネーターを日常生活圏域毎に配置し、地域資源開発、地域におけるネットワーク構築及びサービスニーズと提

供主体のマッチングなどのコーディネートを行う。具体的には、全小学校区に市民主体の地区社会福祉協議会を設置し、地区社

会福祉協議会をベースに高齢者が参加できる様々な活動を展開している。Ｒ5年11月より多様な主体による地域資源をＩＣＴで見

える化することを目的にICTツール「和光市版GBER」の導入を行い、より多くの市民が社会参加できる機会を創出した。R7のGBER

の総掲載数：729件

●高齢者版ファミリー・サポート事業センター業務

高齢者が安心して暮らせる環境づくりのため、高齢者の日常生活のちょっとした困りごとに、地域の方が一緒に取り組む仕組み

である。困りごとがある高齢者を依頼会員、支援者を協力会員と呼び、依頼会員と協力会員とをマッチングする業務を高齢者版

ファミリー・サポート事業センターが担い、依頼会員から協力会員に謝礼を支払う。

●就労的活動支援コーディネーター業務

就労的活動（高齢者に役割がある形で社会参加できる活動のこと）の場を提供できる民間企業・団体等と、労働的活動の取組み

を実施したい高齢者とをマッチングし、高齢者個人の特性や希望に合った活動をコーディネートする。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011484

4,200 7,014 3,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

11きめ細かな介護予防の推進

人 2,500

包括的支援事業・任意事業費

地区社会福祉協議会の活動参加者数

目標像

2 枝番号

事業の対象 高齢者全般

事業の目的

活動概要

高齢者の生活支援等サービスの体制整備を推進する。

単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加する中、医療・介護サービスの提供だけでなく、市民に身近な存在で

ある市が中心となって、地縁組織、民間企業、民生委員等の高齢者の生活を支える主体と連携しながら、高齢者を支える地

域づくりや高齢者の社会参加を一体的に推進し、地域の課題に対応できる体制を整備する。

介護保険法

地域支援事業交付金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 6

生活支援体制整備事業

生活支援体制整備事業費

事業名

60

地域支援事業担当

4,250

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 58

・生活支援体制整備事業として、平成２７年度から和光市社会福祉協議会へ委託し、継続して実施する事業である。目標の

達成かつ効率的な推進のためには継続的な対応が必要

単位

和光市生活支援コーディネーター業務、和光市高齢者版ファミリーサポートセンター事務局運営業務、就労的活動支援コーディネーター業

務

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

4,000

8年度

6,252

社会活動に「月1回以上」参加していると回答した

人の割合
就労的活動及び高齢者版ファミリーサポート活動数

（内GBER上のマッチング数）

5年度 6年度

60

千円 20,172

5,893

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

58 59 45

60件 －

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.5%

59 90

60 60

19,185

25,906 27,310

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

令和5年度から開始した高齢者版ファミリーサポート事業および就労的活動支援コーディネーター事業の広報活動を展開し

ているが、まだまだ活用する高齢者が限定的でありさらなる市民周知が必要。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

・生活支援コーディネーター業務：地域資源の見える化をさらに進めていくために、導入したGBERを評価しよりよい見え

る化にむけて検討をする。

・高齢者版ファミリー・サポート事業センター業務：事業の周知活動に力を入れ、事業としての効率効果性を高める。

・就労的活動支援コーディネーター業務：活動範囲の拡大について検討する。

A

地域支援事業実施要綱に定められた事業であり、実施主体は市となっているため。

理由 利益に直結しない地域資源開発やネットワーク構築が必要なため

公共性

理由 現行の運用フローが、最適であるため 。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 利用実績を確認し、費用削減について検討を行っている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

継続的な対応が必要なため

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

90.9%

2,099 2,043

－ －

0

5,720 7,381

0

予算額

3,243 3,778 3,500

2,556人 2,107

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

6,710

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査回答者数

要介護認定者数

5年度 6年度

2,226

千円 6,710

5,709

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 7 保健福祉事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 2,860

統計や分析の高度な専門知識を活用して調査の中立性と信頼性を高めるため。また、発送やデータ入力などの膨大な作業を

委託することで、費用対効果を最大化するため。

単位

介護予防スクリーニング業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

健康度調査

保健福祉事業費

事業名

2,298

介護保険担当

－

枝番号

事業の対象 介護認定なし及び要支援１～要介護２までの６５歳以上の高齢者（介護保険第１号被保険者）

事業の目的

活動概要

要支援・要介護状態へ移行する高齢者の増加を抑制する。また、調査結果は次期の介護保険事業計画を策定する際の資料と

する。

郵送方式による介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を実施する。３年間で要介護認定なし及び要支援１～要介護２の第１号

被保険者全員に送付できるようにする。回答者には結果アドバイス票を送付し、介護予防・健康寿命の延伸等について意識

向上を図る。

介護保険法

委託先

予算事業コード 8011501

4,820 5,419 5,000

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

13きめ細かな介護予防の推進

人 4,691

保健福祉事業費

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査実施対象者

目標像

2

0

6,710

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

671

一般財源

　これまで、３年間で要介護認定なし及び要支援１～要介護２の第１号被保険者全員に調査票を送付することを目指し、令和７

年度は３年度目として5,419名へ調査票を送付した。

　回答率は69.7％となり、回答者全員に結果アドバイス票を送付し介護予防・健康寿命の延伸等について意識向上を図った。

　また、介護予防の取組みとして、本調査の回答結果より抽出されたハイリスク者に対し、地域包括支援センターによるフォ

ローを行うため、回答結果の共有を行った。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

6,699 5,709

0 0人

0

0

0

-

0

千円 6,699

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

C

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

C

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある C

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

C

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

ハイリスク者の抽出とアプローチを行うため、３年間で要介護認定なし及び要支援１～要介護２の第１号被保険者全員に

調査を行ってきたが、市で行う他の調査結果を使用することで同様のハイリスクの抽出が可能であることから、３年に１

度、計画策定年度の前年度に実施することとする。これにより、市民の負担軽減と費用の削減を図りつつ、従来と同等の

成果を達成することが可能となる。

A

地域の健康課題を把握し、結果データを計画策定やハイリスク者へのフォローに公的に活用するため、市が実

施する必要がある。

理由 調査業務は外部委託で行う。

公共性

理由 市で行う他調査結果を活用することができる。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 毎年行っていたが、３年に一度に変更する。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市で行う他調査結果を活用することができる。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

毎年行っていたが、被保険者の負担や費用対効果を踏まえ、実施頻度を見直す必要がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

95.1%

0 0

9,000 9,043

0

4,544 4,378

0

予算額

8,233 7,975 8,160

0％ 0

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

25,600

8年度

4,163

補助券利用件数

利用率

5年度 6年度

0

2,226

千円 4,436

4,302

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 7 保健福祉事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

件 7,865

年度初めは当該事業の窓口での申請数が多く、職員が対応をしていると他の事業が回らなくなる可能性があるため。

2,050 2,556

単位

健康増進浴場施設利用補助券発行業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

健康増進・介護者リフレッシュ

保健福祉事業費

事業名

0

介護保険担当

27,403

枝番号

事業の対象 介護保険第１号被保険者及び要介護認定者の介護にあたる家族介護者

事業の目的

活動概要

被保険者の閉じこもり予防及び家族介護者のリフレッシュを目的とする。(保険料還元事業)

１人当たり年間１２枚の補助券を交付し、保険料を還元する。なお、補助券は市の指定する健康増進浴場施設にて利用する

ことができる。

介護保険法第115条の47

なし

委託先

予算事業コード 8011701

23,004 23,280 24,727

人 2,107 2,099

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

14きめ細かな介護予防の推進

件

2,078

23,820

保健福祉事業費

補助券発行件数

要介護認定者数

目標像

2

0

4,163

6,210

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

215

一般財源

　　高齢者、要介護者及び要支援者とその介護を行う家族の健康増進を図るために浴場施設の利用に要する費用の補助を実施す

ることができた。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

4,089 4,302

0 0人

0

0

0

-

6,210

千円 4,089

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

C

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

B

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある C

C

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

C

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

B

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

　第10期和光市介護保険事業計画（長寿あんしんプラン）に向けて、事業の継続について検討。

B

市以外が主体となることも可能であるため。

理由 市の補助がない場合でも市民は利用することが可能である。他クーポン等も存在している。

公共性

理由 当該事業の目的が健康増進であれば、他の実施方法等についても検証する必要がある。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 原資が保険料であるため、保険料算定の観点からも改善・検討する必要がある

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

当該事業の目的が健康増進であるため、他機関との連携についても考えられる

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

介護保険料の還元事業であり、原資が保険料となっているため、介護保険料の上昇要因となる可能性も考えられる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

142 178

0 0人

0

0

0

-

244

千円 142

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

173

244

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

60

一般財源

　閉じこもり傾向にある高齢者に対し、２つの事業（予算項目は別、本町小を利用した事業）を通して、地域的な取り組みとし

て地域住民とのかかわりを持つと同時に介護予防の効果的な推進に寄与している。令和７年度は、高齢者が自分の経験や興味関

心をもとに活動することを支援する就労的活動支援事業の推進に係る費用も支出し、高齢者の活躍の場の拡充にも資するもので

ある。

本町小で行う事業の参加者の内訳は下記の通りである。

・うぇるかむ本町小　４７１人

・３Ｂ体操　５５８人

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011801

1,157 1,029 1,257

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

15きめ細かな介護予防の推進

人 1,208

保健福祉事業費

延参加者数

目標像

2 枝番号

事業の対象 市内高齢者

事業の目的

活動概要

高齢者の閉じこもりを予防するため。

小学校の福祉交流室や公共施設等における体操・創作活動等の実施に必要となる消耗品や食糧品の購入をする。

介護保険法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

地域介護予防

保健福祉事業費

事業名

地域支援事業担当

1,377

委託業務名

0

款 7 保健福祉事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 2,107

段差解消機の点検業務は専門性が高いため。

単位

福祉交流室設備点検業務委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

1,090

8年度

173

要介護認定者数

5年度 6年度

千円 233

178

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

2,099 2,043 2,226

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

74.2%

2,298 2,556

0

233 233

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

学校が長期休みの時期は本町小が使用できないため、地域交流の場として提供することができない。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

本町小福祉交流室を高齢者が地域住民とのかかわりを持ち、介護予防を推進する場として提供できるよう、

設備整備等を維持していく。本町小が利用できない期間もあるため、代替となる場所の確保や、本事業の実施場所の変更

等についても検討する。

A

市が実施主体となるよう法令等で定めている

理由 市が実施主体となるよう法令等で定められており、費用も支出している

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 広報やSNSで本町小の事業を周知する等、実施方法の改善を図る

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

法令で実施主体は市と定められているため、連携・統合は想定していない。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

2,588 4,296

0 0人

0

0

0

-

0

千円 2,588

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

5,197

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

505

一般財源

高齢者の介護予防及び重症化防止に資する事業である。委託先の事業者には研修や事業者連絡会を実施するなどして、市の介護

予防事業の現状や課題、今後の方針についても共有する機会を設けており、地域包括ケアシステムの構築にも寄与している。

件数の内訳は下記の通りである。

・通所型サービス　719件

・訪問型サービス　194件

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011802

791 913 652

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

16きめ細かな介護予防の推進

件 581

保健福祉事業費

総合事業件数

目標像

2 枝番号

事業の対象 居宅要支援被保険者及び総合事業対象者

事業の目的

活動概要

和光市介護予防・日常生活支援総合事業サービス実施要綱による訪問型サービス・通所型サービスと合わせて機能訓練を実

施し自立支援サービスの向上を図る。

市長が定めた研修を終了した者や専門職が、訪問型サービス・通所型サービスにおいて、運動機能の向上及び口腔機能の向

上、栄養改善、認知機能の改善及びその他生活機能の向上及び低下予防を行う。

介護保険法

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

介護予防強化サービス事業

保健福祉事業費

事業名

地域支援事業担当

-

委託業務名

0

款 7 保健福祉事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 66

本事業は和光市介護予防・日常生活支援総合事業サービス実施要綱に基づく訪問型・通所型サービスと併せて行うものであ

るが、当該サービスが指定された事業者により提供されるものであるため。

単位

和光市介護予防強化サービス業務

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

-

8年度

5,197

総合事業対象者の維持・改善率（QOL）

5年度 6年度

千円 3,443

4,296

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

55 71 70

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

91.1%

- -

0

4,364 5,702

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

高齢者の増加に伴い、本事業にかかる費用も増加していくことが見込まれるため、本事業の継続が難しくなる可能性があ

る。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

これまで訪問型サービス・通所型サービスの費用に加算を設けず、本事業で対応してきたが、高齢者人口の増加に伴う事

業費の増大と、加算をつけていないことによりサービスを行う事業所が本来受けることのできる補助金等が受けられない

といった弊害が生じたため、令和8年度以降は加算をつけてサービスを行うことにした。

A

地域支援事業実施要綱に定められた事業であり、実施主体は市となっているため。

理由 専門職配置や研修の実施を営利法人が積極的に取り組めば提供可能であるため。

公共性

理由 本事業の代わりに全国共通の加算を適用することが可能なため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 費用について効果と社会情勢を踏まえて適宜見直していく必要がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

本事業の代わりに全国共通の加算を適用することが可能なため。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある C

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

C

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

80.2%

0

2,988 849

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

12

8年度

681

5年度 6年度

千円 8,130

2,311

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 3

在宅高齢者住宅支援

老人福祉総務費

事業名

介護保険担当

12

枝番号

事業の対象 住宅に困窮する高齢者等

事業の目的

活動概要

高齢者の住みやすい住環境の整備。

高齢者支援住宅家賃助成を行う。

和光市高齢者支援住宅家賃助成要綱

委託先

予算事業コード 1091501

40 13 72

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

1高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

世帯 104

社会福祉費

高齢者支援住宅家賃補助世帯（年間延べ世帯数）

目標像

3

0

681

672

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

168

一般財源

●高齢者支援住宅家賃補助

市内に３年以上住所を有し、市が指定した高齢者支援住宅に入居している低所得者に、家賃補助をする。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

7,377 2,311

0 0人

0

0

0

-

672

千円 7,377

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

C

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

昨年１１月から入居実績がなく相談が１件あったものの相談者のニーズを満たさず現状では入居がなく事業としての

需要の見込が期待できない。そのため事業の縮小を図る。

B

対象者が住まう住宅の家賃の一部を市が不動産会社に支払う事業であり民間等での実施は困難である。

理由 住宅家賃の助成を行う事業であるため

公共性

理由 住宅家賃の助成事業であるため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 十分に簡略化されている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

事業の主旨が家賃助成のため連携・統合は難しい

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

高齢者支援住宅は市が借り上げている住宅ではなく、支援対象者以外の方も入居できるため、対象者が入居希望した時に

空室がない場合には利用ができない。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

77.4%

1 1

841

900 920

0

予算額

－ － 1

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

25

8年度

19

就労に繋がった者の人数

5年度 6年度

18

千円 801

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 －

埼玉県の補助金に入門的講座の実施の項目があり、委託により効果的に講座を実施できるため

18 18

単位

介護人材確保支援事業委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 3

介護人材育成

老人福祉総務費

事業名

長寿支援担当、地域支援事業担当

25

枝番号

事業の対象 市内介護事業所等従事者、市民

事業の目的

活動概要

市内介護保険事業所の人材確保、介護の質を向上

関心ある市民に、介護に関する入門的研修の受講とともに、介護従者としての就労の機会を提供し、事業所の人材確保を目

指す。

平成３０年３月３０日 社援基発０３３０第１号 厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知「介護に関する入門的研修につ

いて」

埼玉県市町村介護人材確保支援事業補助金

委託先

予算事業コード 1091530

29 16 25

人 13 21

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

2高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人

14

14

社会福祉費

介護に関する入門的研修　申込者数

介護に関する入門的研修　修了者数

目標像

3

0

712

20

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

208

一般財源

より多くの方へ介護を知ってもらう機会とするとともに、介護業界で働く際の不安を払拭し、介護未経験者の就業を促進するこ

とを目的に4日間で21時間の研修とお仕事相談会を実施した。また、昨年度は和光市だけでなく朝霞市でもお仕事相談会を実施す

るなどさらなる人材確保を狙った。申込状況から関心がある者の増加はみられるものの、実際に就労につながらず介護人材の確

保には至らなかった。

会計年度職員

業務内容
なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

700 841

0 0人

700

0

693

-

1,020

千円 0

執行率

1,000



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

課題を念頭に、介護人材の育成、確保のために、就労的活動支援等との連携を検討していく。

B

補助金事業のため市が行う必要がある。

理由 県の財政的支援を受けられる市と、人材育成のノウハウを持つ民間とが協働する必要がある事業であるため。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 実務体験を行う機会があると就労への人材確保につながりやすい可能性があり、改善を図っていく。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

県、朝霞地区4市と連携を図ることも検討できる。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

研修参加から就職に繋がっていない。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

100.0%

0

344 333

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

ー

8年度

333

5年度 6年度

ー

千円 287

344

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

ー ー

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 3

介護保険指定事業者等管理システム

老人福祉総務費

事業名

長寿支援担当

ー

枝番号

事業の対象 市内介護保険事業所

事業の目的

活動概要

県からの権限移譲事務

変更届出の受理、新規事業所の指定、事業所の更新指定等の入力業務

介護保険法第70条、地方自治法第252条の17の2

委託先

予算事業コード 1091540

252 198 ー

件 14 8

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

3高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

件

13

106

社会福祉費

介護サービス事業所入力件数

総合事業事業所入力件数

目標像

3

0

333

333

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

0

一般財源

事業者からの変更等届出に係る介護保険指定事業者等管理システムへの入力を迅速、適切に行い、対象者へ適切な事業者を提案

することができた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

286 344

0 0人

0

0

0

-

333

千円 286

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

可能であれば権限移譲された事務の一部を埼玉県へ返還し、担当職員の負担軽減、事務の効率化を図りたい。

B

介護保険法上、指定・更新・監査などの権限を移譲された事業である。

理由 「介護保険法上、指定・更新・監査などの権限を移譲された事業である。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市単独ではなく県内統一して導入しているシステムである

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

介護事業者の管理システムのため難しい

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

介護サービスを行う事業所の届出を管理するうえで必要不可欠なシステムである

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

74,570 74,147

0 0人

0

8,576

0

-

88,536

千円 74,570

執行率

0

3 5

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

18,244

5

76,560

88,536

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

14,985

一般財源

１　グループホーム等家賃助成

　　　　　助成者数：78名　　助成延人数：690名

２　介護保険利用料助成

　非課税世帯について、要介護認定者が必要なサービスを受けるために経済的な負担を軽減しすることを目的とし、介護サービ

スの利用者負担額のうち、本人の所得段階に応じた割合を助成するもの。利用漏れがないよう、要介護認定結果通知の際に制度

の周知を行っている。

　＜助成割合＞第1段階：55％、第2段階：40％、第3段階：35％、第4段階（経過措置のみ）：15％

　＜実績＞新規認定者数：139名、実支給人数：692名

　　　　　支給件数：5,958件（第1段階：3,343件、第2段階：1,426件、第3段階：1,097件、第4段階：92件）

　　　　　支給金額：36,451,562円（第1段階：22,162,866円、第2段階：8,503,297円、第3段階：5,628,864円、

　　　　　　　　　　　　　　　　　第4段階（経過措置のみ）：156,535円）

会計年度職員

業務内容
介護認定訪問調査員、地域支援事業担当相談員、行政事務員

会計年度職員数（パートタイム） 人

21,348

予算事業コード 1093010

12 10 11

件 5,582 5,558

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

4高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

件

5,958

12

社会福祉費

グループホーム等家賃助成金支給対象施設数

利用料助成金支給件数

目標像

3 枝番号

事業の対象 主に６５歳以上の要介護認定者等

事業の目的

活動概要

高齢者のＱＯＬ（生活の質）を向上させる。

①要介護認定者が在宅で自立した生活が送れるよう住宅改修費の一部を補助する。②低所得介護保険利用者の負担軽減を図

る。

和光市グループホーム等入居家賃助成要綱、和光市介護保険利用料助成事業要綱

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 4

在宅介護支援

老人福祉措置費

事業名

147

介護保険担当

11

委託業務名

3

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 1,019

6,100 6,600

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

11

8年度

76,560

グループホーム等家賃助成金支給延人数

利用料助成金新規認定者数

5年度 6年度

154

5,800

千円 82,600

74,147

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

914 690 1,741

178人 153

12,458千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

83.6%

145 139

900 1,140

0

92,658 91,545

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

市独自の制度のためシステム導入が難しく、被保険者の請求書提出等の手間や職員の事務負担が大きい。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

事業者や対象者への制度周知を行う。また利用料助成の請求書については、オンライン提出が可能か検討を行う。また、

総合行政システムにおいて自治体独自の利用料助成事務が行えるようになるかシステム会社と検討を行う。

A

住民税課税情報等の個人情報を参照し支給決定を行うため

理由 住民税課税情報等の個人情報を参照し支給決定を行うため

公共性

理由 対象者や助成割合の見直しを行う余地がある

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 支給事務方法の見直しを行い、時間短縮及び正確性の向上を図った

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

市独自の事業であり、団体との連携などはない

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

74.6%

78 97

0

1,296 2,302

0

予算額

120枚 68

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

1,718

寝たきり理容出張費助成

5年度 6年度

73

73

千円 1,814

1,044

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

認定調査の際に生活支援度調査を行うため、調査を依頼する各事業所に委託する。

250 250

単位

生活支援度調査委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 4

在宅生活支援

老人福祉措置費

事業名

73

長寿支援担当、介護保険担当

522

枝番号

事業の対象 主に６５歳以上の高齢者

事業の目的

活動概要

高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で安心した生活を送れるようにする。

住み慣れた自宅や地域で、自立した生活を続けられるよう支援する。

和光市在宅高齢者等訪問理容サービス出張費助成事業実施要綱、和光市高齢者杖給付事業実施要綱

委託先

予算事業コード 1093018

429 391 522

枚 200 237

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

5高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

回

251

486

社会福祉費

生活支援度調査（委託分）

寝たきり理容出張費交付

目標像

3

0

1,718

249

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

584

一般財源

高齢者が自宅で自立した生活を送ることができるよう、生活の支援をするための諸政策を実施し、要介護認定を受けても在宅で

生活できるようにする。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

1,360 1,044

0 0人

0

0

0

-

249

千円 1,360

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

　訪問理容サービスは、助成件数が年々増加傾向にあり今後対象となる高齢者の増加も見込まれるため助成金額を見直す

など事業を継続していく。

　生活支援度調査については、被保険者の情報を早い段階で聞き取り、関係者に共有することを目的に実施してきたが、

新システム（地域包括支援センターシステム）で対応できること等を理由に廃止となった。

B

公費を用いる助成事業として公平性が必要なため、市が担うもの

理由 公費を用いる助成事業として公平性が必要なため、市が担うもの

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 十分に簡略化されている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

理容組合など事業に賛同する団体との連携が不可欠

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

利用者宅への訪問可能な理容室の協力が不可欠であるが協力店が年々減少している。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



補
助
資
料

・寝たきり理容出張助成

交付者数 交付枚数

55名 251枚

助成内容

年間1人1～6枚の理容券を
交付　1枚　2,000円

助成枚数

97枚







   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.9%

－ －

0

0 743

0

予算額

－ 1 －

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

－

8年度

742

補助金返還事業

5年度 6年度

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

箇所 －

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 4

地域密着型サービス拠点等整備

老人福祉措置費

事業名

長寿支援担当

－

枝番号

事業の対象 介護保険法に基づく地域密着型サービス拠点整備事業者

事業の目的

活動概要

地域密着型施設運営事業者の安定的な経営のため

介護保険事業計画（長寿あんしんプラン）に基づく地域密着型サービス拠点等の整備について、県の地域密着型サービス等

整備助成事業等補助金等を活用し推進する。優良な事業者を誘致し、長寿あんしんプランに位置付けられた基盤整備を行

う。なお、今回については、第８期計画時に整備した施設の仕入税額控除に伴う補助金の返還。

埼玉県地域密着型サービス等整備助成事業等補助金

委託先

予算事業コード 1093020

－ － －

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

箇所 －

社会福祉費

地域密着型サービス拠点整備数

目標像

3

0

742

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1

一般財源

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0 0

0 0人

0

0

0

-

0

千円 0

執行率

0



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

計画に基づき、地域密着型施設が必要であれば、その都度補助を行う。

補助金はその年度支出が終了したら、全てが終了するわけではなく。今回のように年度がかわった後、確定申告等により

返還が生じる場合があるため、事前に事業所や自治体は漏れが無いよう交付要綱・決定通知記載の正確な要件・条件の把

握に努める。

A

補助金制度において市が実施事業者に補助をする仕組みとなっている

理由 制度に基づき民間を活用する助成事業だが、整備要件の確認と公費の適正管理のため、市が担う必要がある

公共性

理由 補助金返還のため余地はない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 整備にあたっては、県要綱などに遵守して実施する必要がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

地域密着型はその地域での整備であり、他自治体などとの連携などはない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

今回は仕入控除税額の確定により返金が生じた。整備し補助金を支出した後、数年後発生する可能性のある精算行為であ

ることから、あらためて事業者及び自治体は交付要綱及び交付決定通知の熟読・把握に努め、当該事象を見落とさないよ

うにする。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

81.8%

0

2,812 2,923

0

予算額

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

2,390

5年度 6年度

千円 2,752

2,394

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

老人福祉法における措置は対象者のサービス利用又は入所の委託をすることと規定されているため

単位

養護老人ホーム入所措置委託

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 4

老人ホーム入所措置

老人福祉措置費

事業名

長寿支援担当

－

枝番号

事業の対象 入所措置を必要とする高齢者

事業の目的

活動概要

必要最低限の生活の保障。

措置者の入所の適否、措置費用の徴収、措置委託料支出、措置者の状況把握を行う。

老人福祉法

委託先

予算事業コード 1094001

1 1 1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

6高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人 1

社会福祉費

入所措置人員

目標像

3

0

2,390

3,227

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

533

一般財源

法定受託事務のため、法の要件に定められた入所措置を適切に行っている。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

2,071 2,394

0 0人

0

0

0

-

3,228

千円 2,071

執行率

1



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

C

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

法定受託事務のため、今後も法に定められた入所措置を行っていく。

B

老人福祉法に定められた行政処分であるため。

理由 老人福祉法に定められた行政処分であるため。

公共性

理由 措置費の規準額が定められているため削減の余地がない。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 措置に係る手続きが定められているため、改善の余地がない。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

老人福祉法に定められた行政処分であるため。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

高齢者の措置が急遽必要になる場合がある。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

19.8%

90 90

95 95

0

384 1,627

0

予算額

94 96 95

92率 92

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

365

8年度

322

特別養護老人ホームサービス利用率

介護老人保健施設サービス利用率

5年度 6年度

92

365

千円 116

121

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

率 94

365 365

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 7

福祉の里管理運営

老人福祉施設費

事業名

92

長寿支援担当

365

枝番号

事業の対象 福祉の里及び福祉の里利用者

事業の目的

活動概要

在宅で介護が受けられない高齢者が、不便のない介護が受けられる快適な生活を送れるようにする。また、指定管理者制度

の導入により、効率的な施設の運営が実現されている。

指定管理者制度の導入により、効率的に施設を運営する。

和光市介護老人保健福祉施設条例

委託先

予算事業コード 1102001

365 365 365

日 366 365

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

7高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

日

365

366

社会福祉費

特別養護老人ホームサービス日数

介護老人保健施設サービス日数

目標像

3

0

322

1,654

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

1,305

一般財源

施設の管理運営については、指定管理者制度により、効率的運営、利用者視点に立った運営を行っている。

特別養護老人ホーム

最大延利用日数　365日×60人＝21,900日

令和7年度延利用日数　20,994日

利用率　95.9％

介護老人保険施設

最大延利用日数　365日×99人＝36,135日

令和7年度延利用日数　32,403日

利用率　89.7％

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

116 121

0 0人

0

0

0

-

1,654

千円 116

執行率

0



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

指定管理者と連携し引き続き利用者の利便性を考慮した運営に努める。

A

地域福祉の公的拠点であり、施設維持・災害時の財政的担保の面からも市が担う必要がある。

理由 利用調整や運営方針に公平性が求められるため、市による運営が好ましい。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 指定管理者により適宜見直しを実施されており、市は年2回のモニタリングにおいて評価を実施していいる。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

介護保険法に基づく施設サービスであるため、他事業等との連携・統合にそぐわない。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

高い利用率を維持することが、財政面での施設の健全な運営につながるため、より高い利用率での安定化が重要となる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている







   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

0 0

0 0人

0

0

18,400

-

891

千円 0

執行率

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

18,436

891

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

323

一般財源

消防設備の改修工事を実施

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 1102003

1

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

件

社会福祉費

施設修繕件数

目標像

3 枝番号

事業の対象 福祉の里

事業の目的

活動概要

利用者である高齢者が不便の無い生活を過ごせるよう努める。３６５日運営するために継続的な運用ができるよう整備す

る。

長中期修繕計画に基づいた整備を行う。

和光市介護老人保健福祉施設

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 7

福祉の里施設整備

老人福祉施設費

事業名

長寿支援担当

委託業務名

0

款 3 民生費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

施策番号

7年度 7年度

委託理由

1

8年度

36

5年度 6年度

千円 0

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

98.3%

0

0 18,759

0

予算額



   

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

施設の老朽化が著しく修繕を施す機会が年々増えているため維持管理の費用増加が見込まれる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

緊急性を伴う修繕等については、指定管理者が適宜対応しており、利用者の評価を得ている。

今後も計画に沿った修繕を行っていく。

A

指定管理にかかる施設の整備であり、大規模な修繕等は市が実施するものであるため。

理由 指定管理にかかる施設の整備であり、大規模な修繕等は市が実施するものであるため。

公共性

理由 設計金額に応じて入札による選定を実施しているため適切である。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 市有施設の営繕を担当している資産戦略課等と適切に連携している。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

施設の営繕に係る事業であるため連携・統合を実施するものでない。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

200 151

0 0人

200

0

229

-

474

千円 0

執行率

474

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

229

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

101

一般財源

市が行う介護保険事業の円滑かつ適切な運営に資するため、地方自治法第138条の4第3項の規定に基づき、市長の附属機関として

和光市介護保険条例第15条により設置する介護保険運営協議会は、介護保険事業運営に関する諮問機関として意思決定のプロセ

スにおいて重要な役割を果たしている。

第1回　令和7年5月26日

第2回　令和7年6月30日

第3回　令和7年8月4日

第4回　令和7年11月5日

第5回　令和8年2月2日

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8004001

3 5 4

人 49 37

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

8高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

回

56

4

運営協議会費

開催回数

参加延委員数

目標像

3 枝番号

事業の対象 介護保険運営協議会委員

事業の目的

活動概要

介護保険事業の運営を適正に行う。

市長の諮問に応じ、介護保険事業及び包括的支援事業の運営に関する重要事項を審議する。

介護保険法、和光市介護保険条例

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

介護保険運営協議会運営

運営協議会費

事業名

介護保険担当

4

委託業務名

0

款 1 総務費 項 4

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

件 8

90 60

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

なし

施策番号

7年度 7年度

委託理由

6

8年度

0

諮問件数

5年度 6年度

60

千円 244

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

11 8 8

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

69.4%

12 8

151

244 330

0

予算額



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

介護保険事業を適正に運営するため、諮問事項を精査し、より多くの議論の結果を事業運営に反映させる。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

介護保険事業の円滑かつ適切な運営のため、今後も継続する。

A

市長の諮問に応じ、介護保険事業の運営に関する重要事項を審議するため。

理由 市長の諮問に応じ、介護保険事業の運営に関する重要事項を審議するため。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 審議内容によっては書面会議等を開催する等効率化を図っている

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

委員との連携により効率化を図る。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

88.6%

2,298 2,556

-

- 78,811

0

予算額

2,099 2,043 2,226

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

10,941

8年度

65,067

要介護認定者数

5年度 6年度

千円 -

-

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 4 市町村特別給付費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

人 2,107

栄養管理に特化した事業者に業務を委託することで、利用者に合った栄養指導を提供できるため。また、直営で栄養士を配

置するよりも既存のリソースを活用した方が効率的であるため。

単位

栄養マネジメント委託

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的
な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

市町村特別給付事業

市町村特別給付事業費

事業名

介護保険担当、地域支援事業担当

12,169

枝番号

事業の対象 要支援・要介護認定者

事業の目的

活動概要

高齢者が住み慣れた場所で生活できるよう、紙おむつや自宅から医療機関との間の送迎サービス、栄養バランスの取れた食

事の提供サービスにかかる費用の一部を助成する。

紙おむつ等支給、地域送迎、食の自立・栄養改善事業を令和７年度より統合し市町村特別給付事業とした。

・紙おむつ購入費助成：指定業者より紙おむつや居宅介護用品を各家庭へ配送し、その費用の９割（一定以上の所得のある利用者は８割）

を助成する。

・送迎サービス費助成：介護認定者を対象とし、病院への入院並びに通院の際、指定業者による送迎サービスを提供し、その費用の９割

（一定以上の所得のある利用者は８割）を助成する。

・指定業者より昼食・夕食の配食サービスを提供し、その費用の６割を助成する。

介護保険法

保険者機能強化推進交付金

委託先

予算事業コード 8011101

- 9,727 11,048

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

9高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人 -

市町村特別給付費

市町村特別給付事業延べ利用者数

目標像

3

0

69,824

58,658

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

8,987

一般財源

市町村特別給事業の延べ利用者数の内訳は下記の通りである。

①紙おむつ等購入費助成：８０８９人

②地域送迎サービス費助成：９９９人

③食の自立・栄養改善サービス費助成：６３９人

紙おむつ等購入費、送迎サービス費、配食サービス、訪問栄養指導にかかる費用の一部を助成することにより、利用者の金銭的

負担の軽減と在宅高齢者の自立した生活を支援している。今後も要介護認定者数の増加が見込まれることから、市町村特別給付

事業のニーズも高くなることが予想される。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

- -

0 0人

-

0

4,757

-

63,415

千円 -

執行率

4,757



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

A

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

利用者急増による財政負荷の増大に対応するため、対象者の見直しを行った。今後は事業の継続性を確保しつつ、利用実

績の検証を徹底し、社会情勢や需要の変化に応じた適宜適切な見直しを行う。

A

地域ごとの複雑な課題に対し、柔軟かつ迅速にリソースを最適配分できるのは市町村であるから。

理由 民間では収益性が求められるため、利用者が限定的になる可能性がある。

公共性

理由 支給対象者を限定し、給付額の削減を行ったため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 支給対象者の基準を定量的に判断できるように改善したため。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

令和６年度まで分かれていた事業を統合したため、見直しができている。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

今後も高齢者人口、要介護認定者数の増加の見込みに伴い本事業も利用者数が増加することが予想されるため、事業費の

増大が懸念される。今後も適宜、利用対象者の見直し、助成の内容の見直しが必要である。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



  

    

   

１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

62.8%

479 521

427

816 720

0

予算額

428 453 454

0千円

0

7年度 7年度

委託理由

23

8年度

0

助成金額（市負担額）

5年度 6年度

千円 865

0

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

委託業務名

0

款 6 利用者負担額軽減制度事業費 項 1

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

円 489

単位

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 1

社会福祉法人等による利用者負担額軽減制度事業費

利用者負担額軽減制度事業費

事業名

介護保険担当

24

枝番号

事業の対象
収入や世帯の状況、利用者負担等を総合的に勘案し、生計を維持することが困難な者として市長が認めた者又は生活保護法

による保護を受けている者。

事業の目的

活動概要

低所得者で生計が困難である者及び生活保護受給者について、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会

的な役割に鑑み、利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図る。

介護保険法に基づく訪問介護等のサービスに係る利用者負担額並びに食費、居住費及び宿泊に係る利用者負担額の全部又は

一部を減額する。

介護保険法、生活保護法

埼玉県介護保険事業費補助金

委託先

予算事業コード 8011450

20 23 21

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

12高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人 23

利用者負担額軽減制度事業費

負担軽減制度利用人数

目標像

3

0

452

0

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

268

一般財源

　介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その社会的な役割に鑑み、利用者負担を軽減することにより、低所得者に

おける介護保険サービスの利用促進が図られた。

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

489 427

0 0人

489

0

452

-

708

千円 0

執行率

708

助成件数 軽減額計 法人負担額 市負担額
177 1,707,885 1,255,730 452,155



    

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

経済性

評価項目

CHECK

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

B

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

利用者負担を軽減することにより、介護保険サービスの利用促進を図る制度であり、今後も継続していく。

A

公費を使う軽減制度であり、判定と支出管理は行政にしかできないため、市が担う必要がある。

理由 公費を使う軽減制度であり、判定と支出管理は行政にしかできないため、市が担う必要がある。

公共性

理由 現在の経費は事業実施に必要最小限のため

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 申請前の事前に施設と連絡を取り、対象者の確認をする等して業務を最小限にしている。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

今後も該当サービスを提供している社会福祉法人と密な連携を継続していく。

効率性

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

対象者への制度周知の徹底及び申請の促進

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている



１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

15,057 14,092

0 0人

10,282

0

17,723

-

29,027

千円 4,775

執行率

22,351

0 1

会計年度職員人件費

人
件
費

会計年度職員数（フルタイム）

2,621

1

23,017

6,676

千円

補助金名

費
用

事
業
費

決算額

財源
内訳 特定財源（国県補助等） 千円

4,936

一般財源

高齢者に起こりうる緊急事態の早期発見と早期対応に寄与する事業である。相談機能があるシステムもしくはすぐに駆け付けて
くれるシステムであることから、高齢者の安心につながるだけでなく、不要不急の救急要請の抑制にもつながる。

会計年度職員
業務内容

なし

会計年度職員数（パートタイム） 人

3,147

予算事業コード 8011491

208 181 220

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

14高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人 212

包括的支援事業・任意事業費

緊急通報システム設置件数

目標像

3 枝番号

事業の対象 要介護状態又は要支援状態となるおそれがある者として市長が認めた者。

事業の目的

活動概要

高齢者が、安心して和光市に住み続けられるよう、住まいと緊急時通報の体制の確保を行う。

緊急通報システムを設置する。
年金等の収入が低い高齢者や、高齢になって転居を求められたが受け入れ先のない高齢者等の住まいに関する相談支援及び
不動産との調整等を行う。

地域支援事業実施要綱

地域支援事業交付金（包括的事業・任意事業）、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事
業）

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具
体
的
な
成
果
の
説
明

PLAN

DO

6

目 6

任意事業

任意事業費

事業名

地域支援事業担当

242

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

件 -

①緊急時通報を受診し早急な対応を行うためには機器の保守と十分なスタッフ配置が必要であり、ノウハウのある事業者に
委託する。②生活困窮者自立支援法の家計相談支援事業等を実施する事業者に委託することで、市民がワンストップ・サー
ビスで相談できる。

単位

①日常生活圏域ネットワーク事業委託料
②低所得高齢者等住まい確保事業委託料

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

192

8年度

5,294

緊急通報システムを通じた相談・出動合計

5年度 6年度

千円 17,364

3,313

実
績

成
果
実
績

活
動
実
績

148 161 156

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

82.3%

170 209

10,779

15,279 27,953

0

予算額



予算事業コード 8011491

担当名

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

14高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

包括的支援事業・任意事業費

目標像

3 枝番号

6

目 6

任意事業

任意事業費

事業名

地域支援事業担当

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

施策番号

３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか
　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

住まい確保事業は、事業者が調整役を担ったとしても、高齢者に条件がある物件がなかなか見つからない（家賃高騰、近
い将来に予定された建て替えに伴う転居の必要性など）

Ｂ　ある程度効率的である

施策への
貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性
の判断理由・
今後の取組等

住まい確保事業は、地元不動産事業者等と連携し、スムーズな支援ができるよう体制を強化する。
緊急時通報システムは、令和７年度中に対象者の基準を明確化し発作性疾患のある高齢者のみを対象とすることを明示し
たため、申請件数がやや減少している。今後も適宜対象者基準を見直し市民のニーズに堪えられるよう、情報収集と分析
を行う。
令和７年度に事業の枠組みを見直し、地域支援事業における任意事業の枠とするため「日常生活圏域ネットワーク」から
「任意事業」に名称及び内容を変更している。

A

地域支援事業実施要綱に定められた事業であり、実施主体は市となっているため。

理由 地域包括ケアの調整は制度上、市の役割であるが、一部民間でも提供可能である。

公共性

理由 要綱改正と対象者基準の明示を行ったことで、市の助成がなくとも自費設置の相談も増えているため。

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 住まい確保事業は相談内容の分析と支援の方法の分析を行うことで改善点が生じる可能性がある。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

緊急通報システムは４社に委託しているが、統合したほうが事務手続きは効率化できる。

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

A

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある B

B

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
B

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

B

Ｂ　引き上げる必要がある



ペンダント式システム 19件

補
助
資
料
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１．事業の概要

法定受託事務 自治事務（義務的なもの） 自治事務（任意のもの）

市による単独事業 一部委託 全部委託 指定管理 協働・協力

営利法人 非営利法人 個人事業主 その他団体

２．事業の実績

2,924 2,962

0 0人

1,996

0

2,333

-

3,063

千円 928

執行率

2,359

0 0

会計年度職員人件費

人

件

費

会計年度職員数（フルタイム）

0

0

3,030

704

千円

補助金名

費

用

事

業

費

決算額

財源

内訳 特定財源（国県補助等） 千円

20

一般財源

１）相談支援

　・ 認知向上と情報発信（・周知活動・パンフレット作成）　　・相談内容の評価と振り返りの仕組みづくり

　・地域課題の抽出と共有の仕組みづくり（次年度案：R8年度）

２）入退院支援

　・急変時対応のケースカンファレンスで実施

３）日常の療養生活の支援

　■MCS登録者数：１７７２名　　（R６．４月：１３４０名）

　■在宅緩和ケア支援体制の構築【県補助事業】

　　①朝霞地区在宅緩和検討ワーキングループ活動（R7年度５回開催）・③「がんと向き合う暮らしのガイドブック」作成

　　②症例検討会の実施（年4回:6月、9月、11月、２月）　　　　　　・④朝霞地区在宅緩和ケア推進ネットワーク　登録

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　者数：R7.4 227名  R8.4 309名４）急変時の対応

４）急変時の対応

　■講座実施　　　・在宅療養者の急変時の対応　　　　　　　　　　・急変時対応ワーキンググループ活動（２回）

　　　　　　　　　・急変時対応お届け講座（朝霞33名・志木36明）　・時々入院ほぼ住宅（自宅・施設）を支えるケースカ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ンファレンス

５）看取り

　●支援室･･･支援者研修　　　●4市事業･･･支援者研修・住民への普及啓発

会計年度職員

業務内容

会計年度職員数（パートタイム） 人

0

予算事業コード 8011492

58 44 60

人 94 24

担当名

実績値 実績値 実績値 目標値

高齢になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる

15高齢者の暮らしを支える仕組みの充実

人

34

23

包括的支援事業・任意事業費

地域包括ケア支援室相談件数（和光市分）

ACP市民普及啓発講座

目標像

3 枝番号

事業の対象 介護事業所及び被保険者

事業の目的

活動概要

在宅医療と介護の連携により地域包括ケアシステムの構築を図る。

和光市を含む朝霞四市が一般社団法人朝霞地区医師会に運営委託する在宅医療・連携拠点(地域包括ケア支援室)を中心に、

在宅医療と介護のシームレスな連携を図る。また、市の事業としてACP市民普及啓発講座及び専門職向け講習会を実施する。

介護保険法

地域支援事業交付金

委託先

単位 5年度 6年度 7年度 8年度 不用額

指標名

具

体

的

な

成

果

の

説

明

PLAN

DO

6

目 7

在宅医療・介護連携推進事業

在宅医療・介護連携推進事業費

事業名

地域支援事業担当

80

委託業務名

0

款 5 地域支援事業費 項 2

部局名 健康部 課室名 長寿あんしん課

％ 100

在宅医療・介護連携拠点「地域包括ケア支援室」の運営は、埼玉県在宅医療提供体制充実支援事業として、朝霞市、志木

市、和光市及び新座市（朝霞地区４市）が協定を締結し、一般社団法人朝霞地区医師会によって行われてきたところであ

る。

25 30

単位

在宅医療・介護連携拠点（地域包括ケア支援室）運営業務

事務区分

補助金活用

実施形態

あり

施策番号

7年度 7年度

委託理由

60

8年度

697

ACP市民普及啓発講座で「今後活かしたい」と回答

した者

5年度 6年度

25

千円 2,934

695

実

績

成

果

実

績

活

動

実

績

85 100 90

0千円

0

根拠法令等

目標値 最終目標

12年度

99.3%

90 90

2,267

2,973 3,050

0

予算額
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３．事業の評価

４．今後の方向性

拡充 改善 維持 縮小 休止・廃止

【業務改善】費用対効果、時間対効果の向上のために業務プロセスの改善を行っていますか

　　　　　　または改善の余地はありますか

ACTION

Ａ　貢献している　　

事業課題の原因

今後の方向性

Ａ　ほとんどない　

【実施方法】現在の事業実施手段・方法は効率的ですか

Ｂ　やや貢献している　　

相談支援に関する関係機関への認知や活用が進んでおらず、相談件数が伸び悩んでいる。相談支援の強化に向けた情報発信の不足や関係

機関との連携、活動の振り返りの仕組みに課題がある。

また、地域におけるMCSの認知度・理解度にばらつきがある。多職種間での活用が十分に進んでいない。（医師の登録数（29名）が少な

い。）四市広域（朝霞市、志木市、新座市）で課題の整理、支援室への事業反映までに時間がかかること、支援室（朝霞地区医師会）と

四市広域に事業の方向性について意識への齟齬が生じる場面が多い。

Ｂ　ある程度効率的である

施策への

貢献度

Ｂ　ある程度ある

C　行っていない・改善の余地はない

C　改善の余地がある

A　非常に効果が高い Ｂ　ある程度効果がある

Ａ　最も効率的である

A　行っている

今後の方向性

の判断理由・

今後の取組等

朝霞地区4市内の介護分野及び医療分野の連携をより推進するため、今後も引き続き拠点の設置が必要とされる。

・多職種の在宅緩和ケア推進ネットワークへの参加・参画の推進。

ACPの普及啓発についてもまた、本人の意思を明確にし共有することが最適な医療の提供につながるため、朝霞地区医師会

との柔軟な連携、意思確認を通じ、引き続き普及を行う。

・支援室との方向性

朝霞地区医師会の意向、四市広域（朝霞市、志木市、新座市）での意向、それぞれの課題、現状を踏まえ、よくヒアリン

グと実情の把握を行い、丁寧に事業方針について話し合う機会を増やす必要がある。

A

近隣市と協定を締結しているため

理由 近隣市と協定を締結しているため

公共性

理由 業務増加に伴い余地はない

【達成度】施策の目標達成に向けて事業の貢献の度合いはどうですか⑩

⑧

⑨

B　まだ改善の余地がある　　

内容・理由 人員が年度初めに減ったため早急の対応はできないが、改善を図る予定。

理由

【事業規模の見直し】他事業や他の公的機関、団体との連携・統合による効率化の可能性はありますか

会議等で検討をしている

効率性

理由

【市の役割】事業の実施主体として市が適切ですか

①

②

A

評価

A

B

⑥

⑤

③

C　あまり効果がない

Ａ　ほとんどない　 Ｂ　ある程度ある A

A

【コスト削減】事業のコスト削減の余地はありますか

【コスト】受益者負担の水準は適切ですか

【費用対効果】投入コストに対して得られる効果は適切ですか

④

Ａ　民間では提供困難である Ｂ　一部民間でも提供可能である

【市場性】事業は営利法人等（民間）では十分に提供されないサービスですか

A

B

Ａ　適切である C　引き下げる必要がある

C　大いにある

C　民間でも十分提供可能である

⑦

必要性
Ａ　高まっている Ｂ　変わらない

経済性

評価項目

CHECK

C　他の主体が適切

C　少なくなっている
A

【今後の必要性】行政の役割に対する市民の期待及び需要の程度は高いですか

Ａ　市が最適である Ｂ　どちらでもない

C　大いにある

C　あまり貢献していない

A

Ｂ　引き上げる必要がある


